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(参考２）　一般会計歳出決算前年度比較
　　　　　　（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

議会費 364,543 0.6% 397,400 0.6% △32,857 △8.3%

総務費 8,902,973 13.8% 9,516,677 14.4% △613,704 △6.4%

民生費 26,269,070 40.7% 25,242,158 38.2% 1,026,912 4.1%

衛生費 4,026,400 6.2% 3,993,146 6.0% 33,254 0.8%

農林水産業費 937,200 1.5% 1,000,561 1.5% △63,361 △6.3%

商工費 2,437,162 3.8% 2,050,093 3.1% 387,069 18.9%

土木費 6,542,636 10.1% 7,427,934 11.2% △885,298 △11.9%

消防費 2,036,685 3.2% 1,937,330 2.9% 99,355 5.1%

教育費 5,096,339 7.9% 5,957,801 9.0% △861,462 △14.5%

災害復旧費 97,069 0.2% 35,339 0.1% 61,730 174.7%

公債費 7,829,238 12.1% 8,487,880 12.8% △658,642 △7.8%

（うち通常分） (7,606,775) (11.8%) (7,841,091) (11.9%) (△ 234,316) (△3.0%)

諸支出金 32,691 0.1% 37,034 0.1% △4,343 △11.7%

計 64,572,006 100.0% 66,083,353 100.0% △1,511,347 △2.3%

【参考：公債費の内訳】 　　　　　　（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比
元金 7,335,413 11.4% 7,866,163 11.9% △ 530,750 △6.7%
 借換対象額 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
 その他元金 7,335,413 11.4% 7,866,163 11.9% △ 530,750 △6.7%

(うち繰上償還分) (222,460) (0.3%) (646,789) (1.0%) (△ 424,329) △65.6%
(うち通常分) (7,112,953) (11.0%) (7,219,374) (10.9%) (△ 106,421) (△1.5%)

利子 493,825 0.8% 621,717 0.9% △ 127,892 △20.6%
 一時借入金利子 3 0.0% 0 0.0% 3 皆増
 その他利子 493,822 0.8% 621,717 0.9% △ 127,895 △20.6%

(うち繰上償還分) (0) (0.0%) (0) (0.0%) (0) (0.0%)
(うち通常分) (493,822) (0.8%) (621,717) (0.9%) (△ 127,895) (△20.6%)

公債諸費 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

計 7,829,238 12.1% 8,487,880 12.8% △ 658,642 △7.8%
＊構成比は、歳出総額に占める割合。

増 減 率款
平  成  28  年  度 平  成  27  年  度

増 減 額

増 減 率区　　分
平  成  28  年  度 平  成  27  年  度

増 減 額
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(参考３)　予備費の充用状況

目 細節 予備費充用額(円) 理                    由 主管課

一般管理費 賠償金 91,240 公用車事故に伴う賠償金支払いのため 総務管理課

防災危機管理費 寄附金 200,000 熊本地震に伴う災害見舞金支払いのため 防災危機管理課

市民センター費 賠償金 33,000 公用車事故に伴う賠償金支払いのため 市民活動課

賦課費 手数料 808,430 相続財産管理人選任申立て予納金支払いのため 資産税課

1,132,670

災害救助費 扶助費 70,000 災害見舞金（火災）支払いのため 地域福祉課

70,000

環境衛生対策費 工事請負費 2,652,480 空き家解体工事（松山町）のため 生活衛生課

清掃総務費 賠償金 21,600 公用車事故に伴う賠償金支払いのため 廃棄物対策課

2,674,080

農作物対策費 修繕料 630,720 市有温浴施設の浄化槽修理のため 農林振興課

630,720

常備消防費 負担金 15,674,671 宇部・山陽小野田消防組合職員の死亡退職に伴う退職金支払いのため 消防調整課

非常備消防費 賠償金 416,064 公用車事故に伴う賠償金支払いのため 消防調整課

16,090,735

ふれあいセンター活動費 工事請負費 3,499,200 旧万倉公民館の天井崩落に伴う撤去工事のため 社会教育課

学校安心支援費 修繕料 532,144 旧市立図書館の電気設備及び石垣修繕のため 学校安心支援室

保健体育総務費 補助金・助成金 3,000,000 第89回選抜高等学校野球大会出場校への補助金交付のため 文化・スポーツ振興課

7,031,344

農林水産施設現年災害復旧費 委託料 723,000 平成２８年６・７月梅雨前線豪雨に伴う農地災害復旧調査測量設計のため 農業土木対策課

農林水産施設現年災害復旧費 委託料 5,050,000 平成２８年６・７月梅雨前線豪雨に伴う農業施設災害復旧調査測量設計のため 農業土木対策課

教育費計

総務費計

民生費計

衛生費計

消防費計

農林水産業費計

料 , ,

農林水産施設現年災害復旧費 工事請負費 176,040 平成２８年６・７月梅雨前線豪雨に伴う農業施設災害復旧応急工事のため 農業土木対策課

土木施設現年災害復旧費 工事請負費 2,916,000 平成２８年６月梅雨前線豪雨に伴う道路災害復旧応急工事のため 道路河川建設課

土木施設現年災害復旧費 工事請負費 11,618,100 平成２８年６・７月梅雨前線豪雨に伴う道路災害復旧応急工事のため 道路河川管理課

土木施設現年災害復旧費 工事請負費 689,040 平成２８年６月梅雨前線豪雨に伴う河川災害復旧応急工事のため 道路河川管理課

土木施設現年災害復旧費 工事請負費 1,728,000 市道重倉下石線崩落に伴う復旧応急工事のため 道路河川管理課

22,900,180

50,529,729一般会計予備費充用合計

災害復旧費計
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【参考：市債残高と基金残高の推移】
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５　市民の負担等状況（一般会計）

第７表　市民1世帯又は1人当たりの市税等額（平成２９年３月３１日現在）

１世帯当たり １世帯当たり

市　　　　　税 306,742 302,569
市　債　残　高 863,781 908,162

上記のうち税等で償還すべき市債残高 302,184 328,053
基　金　残　高 164,240 151,948

（単位：円）

区 　　　     分
平成２８年度 平成２７年度

１人当たり １人当たり

77,396 71,101

144,547 141,582
407,042 424,959
142,399 153,507
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平成２８年度一般会計決算における市税、市債残高及び基金残高について、１人当たり又は１世帯

当たりの負担等の状況は第７表のとおりです。
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資料２　主な歳入の収納状況（特別会計）
（単位：千円、％、ポイント）

現年 3,439,230 3,746,109 3,419,226 0 326,883 91.27

滞納繰越分 198,083 1,994,414 208,897 258,843 1,526,674 10.47

合計① 3,637,313 5,740,523 3,628,123 258,843 1,853,557 63.20

現年 3,379,721 3,732,219 3,386,882 0 345,337 90.75

滞納繰越分 181,707 2,226,037 206,606 355,670 1,663,761 9.28

合計② 3,561,428 5,958,256 3,593,488 355,670 2,009,098 60.31

75,885 △ 217,733 34,635 △ 96,827 △ 155,541 2.89

現年 3,638,410 3,592,457 3,548,875 0 43,582 98.79

滞納繰越分 14,890 114,834 13,254 32,981 68,599 11.54

合計① 3,653,300 3,707,291 3,562,129 32,981 112,181 96.08

現年 3,527,573 3,504,882 3,459,479 0 45,403 98.70

滞納繰越分 17,091 114,485 12,261 34,241 67,983 10.71

合計② 3,544,664 3,619,367 3,471,740 34,241 113,386 95.92

108,636 87,924 90,389 △ 1,260 △ 1,205 0.16

＊調定額には、居所不明者分調定額を含む。

＊収入済額には、還付未済額を含む。

＊収納率は、小数点第三位を四捨五入。

区分 最終予算額 調定額 収納率収入済額 不納欠損額 収入未済額

介
護
保
険
料

２８年度

２７年度

増減（①－②）

国
民
健
康
保
険
料

（
税
含
む

）

２８年度

２７年度

増減（①－②）
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(参考５）企業会計決算前年度比較 (単位：千円)

平 成 ２ ８ 年 度 平 成 ２ ７ 年 度 増 減 額 増 減 率

水道事業会計

収益的収入 3,843,134 3,880,005 △ 36,871 △ 1.0% 
水 道 料 金 3,476,011 3,485,376 △ 9,365 △ 0.3% 
長期前受金戻入 115,513 119,139 △ 3,626 △ 3.0% 
そ の 他 収 入 251,610 275,490 △ 23,880 △ 8.7% 

収益的支出 3,126,864 3,247,542 △ 120,678 △ 3.7% 
職 員 給 与 費 1,014,609 1,048,375 △ 33,766 △ 3.2% 
減 価 償 却 費 1,016,458 1,012,268 4,190 0.4% 
支 払 利 息 208,374 245,682 △ 37,308 △ 15.2% 
そ の 他 支 出 887,423 941,217 △ 53,794 △ 5.7% 

当年度純利益又は純損失（△） 716,270 632,463 83,807 

資本的収入 803,265 762,994 40,271 5.3% 
企 業 債 630,000 580,000 50,000 8.6% 
工 事 負 担 金 62,494 75,613 △ 13,119 △ 17.4% 
他会計補助金ほか 110,771 107,381 3,390 3.2% 

資本的支出 2,484,844 2,236,052 248,792 11.1% 
建 設 改 良 費 1,319,527 1,058,274 261,253 24.7% 
企 業 債 償 還 金 1,165,317 1,177,778 △ 12,461 △ 1.1% 

差引 △ 1,681,579 △ 1,473,058 △ 208,521 
※ 資本的収入額は、翌年度繰越工事財源の額を控除した額

下水道事業会計

収益的収入 5,676,639 5,661,367 15,272 0.3% 
下 水 道 使 用 料 2,130,623 2,135,947 △ 5,324 △ 0.2% 
雨水処理負担金 820,505 770,784 49,721 6.5% 
一般会計負担金 664,354 672,772 △ 8,418 △ 1.3% 
一般会計補助金 198,143 200,381 △ 2,238 △ 1.1% 
長期前受金戻入 1,788,081 1,853,948 △ 65,867 △ 3.6% 
そ の 他 収 入 74,933 27,535 47,398 172.1% 

収益的支出 5,088,653 5,175,067 △ 86,414 △ 1.7% 
職 員 給 与 費 561,672 587,663 △ 25,991 △ 4.4% 
減 価 償 却 費 3,354,699 3,332,384 22,315 0.7% 
支 払 利 息 431,542 503,992 △ 72,450 △ 14.4% 
そ の 他 支 出 740,740 751,028 △ 10,288 △ 1.4% 

当年度純利益又は純損失（△） 587,986 486,300 101,686 

資本的収入 3,554,094 3,944,910 △ 390,816 △ 9.9% 
企 業 債 1,458,933 1,448,919 10,014 0.7% 
一般会計出資金 363,788 409,419 △ 45,631 △ 11.1% 
補 助 金 1,703,115 2,039,351 △ 336,236 △ 16.5% 
そ の 他 収 入 28,258 47,221 △ 18,963 △ 40.2% 

資本的支出 5,761,025 6,652,299 △ 891,274 △ 13.4% 
建 設 改 良 費 3,574,968 4,528,456 △ 953,488 △ 21.1% 
企 業 債 償 還 金 2,186,049 2,123,843 62,206 2.9% 
投 資 8 0 8 皆増

差引 △ 2,206,931 △ 2,707,389 500,458 
※ 資本的収入額は、翌年度繰越工事財源の額を控除した額

交通事業会計

収益的収入 1,025,340 1,042,788 △ 17,448 △ 1.7% 
乗 合 収 入 511,248 525,412 △ 14,164 △ 2.7% 
貸 切 収 入 112,299 130,375 △ 18,076 △ 13.9% 
補 助 金 334,957 336,398 △ 1,441 △ 0.4% 
そ の 他 収 入 66,836 50,603 16,233 32.1% 

収益的支出 1,052,622 1,038,031 14,591 1.4% 
職 員 給 与 費 748,235 739,947 8,288 1.1% 
燃 料 油 脂 費 69,513 76,719 △ 7,206 △ 9.4% 
車 両 修 繕 費 37,633 42,556 △ 4,923 △ 11.6% 
そ の 他 支 出 197,241 178,809 18,432 10.3% 

当年度純利益又は純損失（△） △ 27,282 4,757 △ 32,039 

資本的収入 34,269 98,177 △ 63,908 △ 65.1% 
企 業 債 30,000 95,000 △ 65,000 △ 68.4% 
固 定 資 産 売 却 代 金 1,118 2,737 △ 1,619 △ 59.2% 
工 事 負 担 金 3,151 440 2,711 616.1% 

資本的支出 97,988 185,160 △ 87,172 △ 47.1% 
建 設 改 良 費 58,223 145,478 △ 87,255 △ 60.0% 
企 業 債 償 還 金 39,765 39,582 183 0.5% 
出 資 金 0 100 △ 100 皆減

差引 △ 63,719 △ 86,983 23,264 

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

会 計 名

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支
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Ⅴ 健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率 
 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定に基づき、地方公共団体の健全性を示す指

標として、健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率が導入され、平成１９年度決算から指標を議

会に報告し、かつ、公表しなければならないとされています。 

平成２８年度決算に係る状況は、以下の通りです。 

いずれの比率についても、早期健全化基準及び経営健全化基準を下回っています。 

 

 

◎健全化判断比率 

区分 
健全化判断比率 

早期健全化基準 財政再生基準 
平成２８年度 平成２７年度 増減 

実質赤字比率 － ％ － ％ － １１．５６％ ２０％

連結実質赤字比率 － ％ － ％ － １６．５６％ ３０％

実質公債費比率 ７．５％ ８．１％  △０．６ ２５％ ３５％

将来負担比率 ３５．７％ ４３．４％ △７．７ ３５０％ 

＊「－」は、実質赤字額、連結実質赤字額がないことを表す。 

 
■ 地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、当該健全化判断比

率を公表した年度の末日までに、「財政健全化計画」を定めなければなりません。 
また、健全化判断比率のうち将来負担比率を除いた３つの比率のいずれかが財政再生基準以上である場

合には、同様に、「財政再生計画」を定めなければなりません。 

 

◎公営企業の資金不足比率 

特別会計名 
資金不足比率 

経営健全化基準
平成２８年度 平成２７年度 増減 

法
適
用
企
業

 
水道事業会計 － ％ － ％ － 

２０％ 

下水道事業会計 － ％ － ％ － 

交通事業会計 － ％ － ％ － 

法
非
適
用
企
業 

食肉センター事業特別会計 － ％ － ％ － 

農業集落排水事業特別会計 － ％ － ％ － 

中央卸売市場事業特別会計 － ％ － ％ － 

地方卸売市場事業特別会計 － ％ － ％ － 

＊「－」は、資金不足額がないことを表す。 

＊ 地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業を「法適用企業」、地方財政法第６条の規定により特別会計を設け

て事業の経理を行っている公営企業であって、法適用企業以外のものを「法非適用企業」という。 

 
■ 資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければなりません。 
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１ 健全化判断比率について 

（１） 実質赤字比率 

 
一般会計等の実質赤字額の比率を示したもので、実質収支が赤字であれば、数値が計上されます。 
本市の平成２８年度決算では、実質収支が黒字のため、比率は「－」で計上されます。 

 
＜算定式＞ 

  
一般会計等の実質赤字額 

 

実質赤字比率（％） ＝  
標準財政規模＊ 

   
 

＊ 標準財政規模 ： 市税や普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される
財源を理論的に算定したもの 

 

（２） 連結実質赤字比率 

 
すべての会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の比率を示したもので、各会計の実質

収支額（又は資金不足・剰余額）の合計が赤字であれば、数値が計上されます。 
本市の平成２８年度決算では、各会計の実質収支額（又は資金不足・剰余額）に赤字がないため、

比率は「－」で計上されます。 
 

＜算定式＞ 

  
連結実質赤字額（一般会計、特別会計、公営企業会計） 

 

連結実質赤字比率（％） ＝  
標準財政規模 

   

 

（３） 実質公債費比率（７．５％） 

 
標準財政規模のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるもの（準元利償

還金＊）を含めた、実質的な公債費相当額（普通交付税で措置されるものを除く）に充当されたものの比
率で、過去３カ年の平均値で算定します。 

本市の平成２８年度決算では、分子である元利償還金の減等により、単年度では前年度より０．５ポイ
ント低下し、３カ年平均では、前年度より０．６ポイント低下しました。 

 
＜算定式＞ 

  （地方債の元利償還金＋準元利償還金＊） 

－（充当可能特定財源＋基準財政需要額算入額） 

 

実質公債費比率（％） ＝  

標準財政規模－基準財政需要額算入額 
（３カ年平均）   

 
    実質公債費比率：７．５％（３カ年平均） 

（単年度）  （ ７，８８７，７４５ ＋ ２，３７９，５７０＊ ） 

－（ １，８１９，７５０ ＋ ６，４０４，０２３ ） 

 

平成２８年度 6.82180 ＝  

３６，３６０，０５８ － ６，４０４，０２３ 平成２７年度 7.36099 
 

 

平成２６年度 8.43035 
 
＊準元利償還金 
① 満期一括償還の地方債の１年当たりの元金償還金相当額等 
② 公営企業債の元利償還金に対する一般会計等の繰出金 
③ 一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 
④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの（宇部新都市土地区画整理事業用地の再取得に

係る一般財源、利子補給等） 
⑤ 一時借入金利子 
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（４） 将来負担比率（３５．７％） 

 
一般会計等が将来的に負担すべき実質的な負債に当たる額（将来負担額＊）の標準財政規模に対

する比率（分母は実質公債費比率と共通）を示したものです。 
本市の平成２８年度決算では、建設地方債の発行抑制に伴い、分子である将来負担額に算入する

地方債現在高の額が減少したこと等により、前年度より７．７ポイント低下しました。 
 

 
＜算定式＞ 

  将来負担額＊－（充当可能基金＋充当可能特定財源見込額 

 ＋地方債現在高等に対する基準財政需要額算入見込額） 

 

将来負担比率（％） ＝  

標準財政規模－基準財政需要額算入額 
  

 

  １１０，８１３，８０５＊ － （ １１，９９８，７７９  

＋ ２０，６８９，０４８ ＋ ６７，４１１，１３７ ） 

 

３５．７ ％ ＝  

３６，３６０，０５８ － ６，４０４，０２３    

 
＊将来負担額 
① 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 
② 債務負担行為に基づく支出予定額（公債費に準じるもの） 
③ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 
④ 加入組合等の地方債の元金償還に充てる負担等見込額 
⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 
⑥ 設立法人（第三セクターなど）の負債等負担見込額 
⑦ 連結実質赤字額 
⑧ 加入組合等の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計等の負担見込額 

 

２ 公営企業の資金不足比率について 

 
資金の不足額の事業の規模（料金収入）に対する比率で、経営の悪化の度合いを示したものです。 
本市の平成２８年度決算では、各会計では資金の不足額がないことから、比率は「－」で計上されま

す。 
 
  ＜算定式＞ 

  
資金の不足額＊ 

 

資金不足比率（％） ＝  
事業の規模＊ 

   

 
【法適用企業】 

＊資金の不足額 ＝ （流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の
現在高－流動資産） － 解消可能資金不足額 

 
＊事業の規模   ＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額 

 
【法非適用企業】 

＊資金の不足額 ＝ （実質赤字額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債
の現在高） － 解消可能資金不足額 

 
＊事業の規模   ＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 
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３ 健全化判断比率等の対象となる会計について 

 

  健全化判断比率等の対象となる会計の範囲を図示すると、以下の通りです。 
 

宇
部
市 

一
般
会
計
等 

一般会計 
 

実
質
赤
字
比
率 

 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

 

実
質
公
債
費
比
率 

 

将
来
負
担
比
率 

  

特別会計       

公共用地造成       

       

       

公
営
事
業
会
計 

特別会計        

介護保険        

国民健康保険        

後期高齢者医療        

市営駐車場        

        

 

 

公
営
企
業
会
計 

特別会計       

資
金
不
足
比
率
（会
計
別
） 

食肉センター       

農業集落排水       

中央卸売市場       

地方卸売市場       

       

企業会計       

水道       

下水道       

交通       

       

       

       

         

一部事務組合・広域連合         

宇部・阿知須公共下水道組合         

山口県市町総合事務組合         

養護老人ホーム長生園組合         

宇部・山陽小野田消防組合         

山口県後期高齢者医療広域連合         

          

地方公社・第三セクター等          

          

          

          
          

 
＊「地方公社・第三セクター等」は、(公財)宇部市常盤動物園協会、(公財)宇部市体育協会、（一財）宇

部市文化創造財団、(株)にぎわい宇部があるが、損失補償契約を締結していないため、将来負担比
率の対象とされない。 
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Ⅵ 財務書類４表 
 

１ 財務書類４表について 
 

本市では、「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（平成２７年１月総務省）に基づ

き、財務書類４表（バランスシート、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算

書）を作成しています。 

 ※ 平成２８年度から作成基準を変更しているため、本年度は、平成２８年４月１日現在のバ
ランスシート（開始時）との比較・分析をおこなっています。 

 
（１）作成の基準日 

   平成２９年３月３１日（平成２８年度末） 

   ただし、出納整理期間内（平成２９年４月１日～５月３１日）の現金出納は、基準日ま

でに終了したものとして処理しています。 

 

（２）財務書類の対象となる団体（会計） 

   財務書類を一般会計等、全体、連結に区分し財務書類を作成します。 

一部事務組合・広域連合・第三セクター等

一般会計 特別会計（公営事業会計） 宇部・阿知須公共下水道組合

公共用地造成事業 水道事業 山口県市町総合事務組合

下水道事業 養護老人ホーム長生園組合

交通事業 宇部・山陽小野田消防組合

食肉センター事業 山口県後期高齢者医療広域連合

介護保険事業 （財）宇部市常盤動物園協会

国民健康保険事業 （財）宇部市体育協会

後期高齢者医療 （財）宇部市文化創造財団

農業集落排水事業 （株）にぎわい宇部

中央卸売市場事業

地方卸売市場事業

市営駐車場事業

宇　部　市

一般会計等

全体財務書類

連結財務書類

 
 ※ 現時点においては、一般会計等における財務書類について記載しています。 

全体及び連結財務書類については、平成３０年３月３１日までに作成予定です。 
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（３）財務書類の相互関係 

財務書類４表の相互関係は下記のとおりです。 

 

 バランスシート   行政コスト計算書 

 資産 負債   純経常行政コスト 

     ＋ 

 …    臨時損失及び臨時利益 

 … 純資産   ∥ 

 現金預金    純行政コスト 

 …     

      

      

      

 資金収支計算書   純資産変動計算書 

 本年度資金収支額   前年度末純資産残高 

 ＋   ＋ 

 前年度末資金残高   純行政コスト 

 ∥   ＋ 

 本年度資金残高   財源 

 ＋   ＋ 

 本年度末歳計外現金残高   固定資産等の変動、資産評価差額等 

 ∥   ∥ 

 本年度末現金預金残高   本年度末純資産残高 
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２ 一般会計等財務書類４表 
 

本市の一般会計等における財務書類４表の概要は下記の通りです。 

 

（単位：百万円） （単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額 金額
１　固定資産 145,967 １　固定負債 72,768 経常費用 55,888
 (1) 有形固定資産 131,010  (1) 地方債 61,724 １　業務費用 25,951
 (2) 無形固定資産 42  (2) 長期未払金 13 (1) 人件費 9,245
 (3) 投資その他の資産 14,915  (3) 退職手当引当金 11,031  ｱ 職員給与費 7,189
  ｱ 投資及び出資金 2,141  (4) 損失補償等引当金  ｲ 賞与等引当金繰入額 480
  ｲ 投資損失引当金  (5) その他  ｳ 退職手当引当金繰入額 775
  ｳ 長期延滞債権 1,577 ２　流動負債 7,897  ｴ その他 801
  ｴ 長期貸付金 5  (1) １年内償還予定地方債 7,110 (2) 物件費等 15,735
  ｵ 基金 11,361  (2) 未払金 23  ｱ 物件費 10,057
  ｶ その他  (3) 未払費用  ｲ 維持補修費 2,606
  ｷ 徴収不能引当金 △ 169  (4) 前受金  ｳ 減価償却費 3,065
２　流動資産 6,108  (5) 前受収益  ｴ その他 7
 (1) 現金預金 1,827  (6) 賞与等引当金 480 (3) その他の業務費用 971
 (2) 未収金 333  (7) 預り金 284  ｱ 支払利息 506
 (3) 短期貸付金 3  (8) その他  ｲ 徴収不能引当金繰入額 162
 (4) 基金 3,945 負債合計 80,665  ｳ その他 303
  ｱ 財政調整基金 3,543 純資産の部 ２　移転費用 29,937
  ｲ 減債基金 402 １　固定資産等形成分 149,916 (1) 補助金等 14,557
 (5) 棚卸資産 ２　余剰分（不足分） △ 78,506 (2) 社会保障給付 10,401
 (6) その他 (3) 他会計への繰出金 4,904
 (7) 徴収不能引当金 純資産合計 71,410 (4) その他 75

資産合計 152,075 負債及び純資産合計 152,075 経常収益 3,267
１　使用料及び手数料 1,869
２　その他 1,398

純経常行政コスト △ 52,621
臨時損失及び臨時利益 △ 1,035

純行政コスト △ 53,656

（単位：百万円） （単位：百万円）

金額 金額
１　業務活動収支 4,360 開始時純資産残高 71,304
２　投資活動収支 △ 856 純行政コスト △ 53,656
３　財務活動収支 △ 3,830 財源 53,522
本年度資金収支額 △ 326 　税収等 37,866
前年度末資金残高 1,869 　国県等補助金 15,656
本年度末資金残高 1,543 本年度差額 △ 134

資産評価差額 0
前年度末歳計外現金残高 277 無償所管換等 240
本年度歳計外現金増減額 7 その他
本年度末歳計外現金残高 284 本年度純資産変動額 106
本年度末現金預金残高 1,827 本年度末純資産残高 71,410

行政コスト計算書バランスシート
（平成２９年３月３１日現在）

資金収支計算書
自　平成２８年 ４ 月 １ 日
至　平成２９年 ３ 月３１日

自　平成２８年 ４ 月 １ 日
至　平成２９年 ３ 月３１日

純資産変動計算書

自　平成２８年 ４ 月 １ 日
至　平成２９年 ３ 月３１日
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バランスシートの開始時との比較
（単位：百万円）

【資産の部】 ２８年度
左の

構成比
開始時 増減額 【負債の部】 ２８年度

左の
構成比

開始時 増減額

１　固定資産 145,967 96.0% 148,833 △ 2,866 １　固定負債 72,768 47.9% 75,713 △ 2,945
(1) 有形固定資産 131,010 86.1% 134,483 △ 3,473 (1) 地方債 61,724 40.6% 64,925 △ 3,201
(2) 無形固定資産 42 0.0% 51 △ 9 (2) 長期未払金 13 0.0% 36 △ 23
(3) 投資その他の資産 14,915 9.8% 14,299 616 (3) 退職手当引当金 11,031 7.3% 10,752 279
  ｱ 投資及び出資金 2,141 1.4% 2,210 △ 69 (4) 損失補償等引当金

  ｲ 投資損失引当金 (5) その他
  ｳ 長期延滞債権 1,577 1.0% 1,740 △ 163 ２　流動負債 7,897 5.2% 8,164 △ 267
  ｴ 長期貸付金 5 0.0% 8 △ 3 (1) １年内償還予定地方債 7,110 4.7% 7,379 △ 269
  ｵ 基金 11,361 7.5% 10,502 859 (2) 未払金 23 0.0% 40 △ 17
  ｶ その他 (3) 未払費用
  ｷ 徴収不能引当金 △ 169 △0.1% △ 161 △ 8 (4) 前受金
２　流動資産 6,108 4.0% 6,348 △ 240 (5) 前受収益
(1) 現金預金 1,827 1.2% 2,146 △ 319 (6) 賞与等引当金 480 0.3% 468 12
(2) 未収金 333 0.2% 353 △ 20 (7) 預り金 284 0.2% 277 7
(3) 短期貸付金 3 0.0% 9 △ 6 (8) その他

(4) 基金 3,945 2.6% 3,840 105
  ｱ 財政調整基金 3,543 2.3% 3,368 175
  ｲ 減債基金 402 0.3% 472 △ 70
(5) 棚卸資産
(6) その他 １　固定資産等形成分 149,916 98.6% 152,682 △ 2,766
(7) 徴収不能引当金 ２　剰余分（不足分） △ 78,506 △51.6% △ 81,378 2,872

純資産合計 71,410 47.0% 71,304 106

資産合計 152,075 100% 155,181 △ 3,106 負債・純資産合計 152,075 100% 155,181 △ 3,106

増減額

負債合計 80,665 53.0% 83,877 △ 3,212

【純資産の部】 ２８年度
左の

構成比 開始時

 

【市民1人当たりのバランスシート】 （単位：千円）

２８年度 開始時 増減額 ２８年度 開始時 増減額

負債合計 482 497 △ 15

純資産合計 426 422 4

＊対象人口 167,484人 168,804人

資産合計 908 919 △ 11

 

    ◎ バランスシートの分析 

資産総額 

平成２８年度末の資産総額は約１，５２１億円で、開始時と比較して約３１億円減少しています。これは、主に有形固

定資産において、減価償却費が新規に取得した額を大幅に上回ったことによるものです。 

負債 

負債は約８０７億円で、開始時と比較して約３２億円減少しています。これは、主に市債の発行抑制に努め、残高が減

少したことによるものです。なお、資産に対する負債の比率は５３．０％となっており、開始時の比率５４．１％と比較して

１．１ポイントの減少となりました。これは、現在ある資産の翌年度以降の負担が減少したことになります。 

純資産 

純資産は約７１４億円で、開始時と比較して約１億円増加しています。これは、主に財源調達（税収等、国県等補助金

の収入）が純経常行政コスト（行政コスト計算書における、経常行政コスト－経常収益）を上回ったことによるものです。 

市民１人当たり 

市民１人当たりの資産は９０万８千円で、開始時と比較して１万１千円減少しています。 
また、市民１人当たりの負債は、開始時と比較して１万５千円減少しています。 

有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率（取得価額に占める減価償却累計額の割合）は、耐用年数に対して資産の取得からどの

程度経過しているのかを表す指標となるもので、償却資産の取得価額が１８５，６７０百万円、減価償却累計額が１０９，

０９３百万円なので、全体の有形固定資産減価償却率は５８．８％となります。 
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